６月　宣伝スポットひな形＊アレンジしてお使いください　消費税廃止中央各界連

みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止・撤回を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。増税への怒りをぜひ署名にお寄せ下さい。
●４月１日の消費税８％への大増税から２カ月経ちました。みなさんの暮らしはいかがでしょうか。多くの国民は、物価上昇、収入減、社会保障の削減で、苦しい生活を強いられています。「もう節約するものがない」「給料アップ分も増税で消え、かえってマイナス」と悲鳴があがっています。小規模事業者からは「もう打つ手がない」「廃業するしかない」と絶望の声があがっています。東日本大震災・福島第一原発事故の復興が進まず、被災者のくらしも地域経済も限界です。
●一部マスコミは「増税後の消費落ち込みは『想定内』」と楽観視する報道をしていますが、とんでもありません。為替レート・完全失業率の改善、消費指数の減少幅が小さいとの理由です。３％から５％への増税時の６月も、「消費税の影響、想定内」と報道がされましたが、実際には、倒産・廃業が相次ぎ、景気が悪化したのが事実です。このままでは国や地方の税収も落ち込みが必至で、国家財政も危機を立て直すことはできません。
●政府は国民を説得しようと、「消費税増税は社会保障に使われています」と、12億円もの血税を広告につぎ込み、国民を納得させようと躍起です。４月からは70歳～74歳の医療費窓口負担、介護保険料、国民年金保険料などが上がり、年金支給額や児童扶養手当は減額されました。医療・介護はさらに改悪されようとしており、消費税が社会保障に使われていないことは明白です。
●安倍政権は年内にも10％への増税を決めようとしていますがとんでもありません。そのうえ安倍首相はさらなる法人税の引き下げに言及しています。導入以来、25年間で国民が支払った消費税は累計２７０兆円超。その一方で、同時期の法人３税（法人税、法人住民税、法人事業税）は、度重なる減税で約２６０兆円の減収です。来年度の国の税収は初めて消費税が、法人税や所得税の税収を上回る予定です。
●日本の税金の中心が、所得の低い人ほど負担が重い消費税になってしまうのです。大企業への行き過ぎた減税や富裕層への優遇税制を見直し、国民のくらしと権利を守るルールをつくることが必要ではないでしょうか。大企業に応分の税負担を求めることこそ憲法の応能負担の原則に沿ったものであり、国際的にも大きな流れになっている最善の対策です。今、政府がやるべきは増税法附則第18条３項に基づき、消費税増税を中止することです。国民のふところを直接温めて内需拡大をはかり、社会保障を拡充することです。
●国民の暮らしのための予算が削られる一方、増えているのは軍事費だけです。安倍首相は、特定秘密保護法の制定をはじめ、集団的自衛権行使を可能にする憲法解釈を進めようとしており、「海外で戦争する国づくり」に足を踏み出そうとしています。この文脈を見れば、消費税増税はまさに戦費調達のためでしかないと言わざるを得ません。

●みなさん、増税した歴代の内閣は、国民の強い反対で退陣しているのが歴史の教訓です。消費税増税はもちろん、原発再稼働でも、ＴＰＰでも、憲法改悪でも、安倍政権は国民の願いとは反対の方向へ暴走しています。「首相は国民の声をきちんと聞いて」と大きな声をあげ、憲法を暮らしに活かした政治を求めていきましょう。






